
 

 

            

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日 時   令和５年１２月２７日（水）午後２時～ 

                                

          場 所   徳島市役所 南館４階 第二委員会室    

 

 

 

 

 

 

第１１８回 徳島市都市計画審議会 

議案書 



 

 

議第２４９号  

徳島東部都市計画地区計画 

国府町観音寺地区地区計画の決定について（徳島市決定）             １ 

 

議第２５０号  

徳島市立地適正化計画に関する施策の実施の状況についての調査、 

分析及び評価について                              7 

 

議第２５１号 

徳島市立地適正化計画の改定について                     １３ 

 

その他 

 ・徳島市都市計画審議会条例                                                 １５ 

 ・徳島市都市計画審議会運営要綱                                             １８ 

 ・徳島市都市計画審議会公開細則                                             ２０ 

 ・徳島市都市計画審議会委員名簿                                             ２２ 



            

議第２４９号  

徳島東部都市計画地区計画 

国府町観音寺地区地区計画の決定について（徳島市決定） 

 

 

 

 

 徳島東部都市計画地区計画 国府町観音寺地区地区計画を 

次のように決定する。 
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（案） 

徳島東部都市計画地区計画の決定（徳島市決定） 

都市計画国府町観音寺地区地区計画を次のように決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称 国府町観音寺地区地区計画 

    位置 徳島市国府町観音寺字屋敷、矢三田、弐反田及び西泓の各一部 

    面積 約２．６ｈa 

 

 

 

 

 

地区計画の目標 

 計画地区は、本市中心部から西へ約８km に位置し、北側は国道 192 号、東側は国道 192 号

徳島南環状道路に挟まれた市街化調整区域である。地区周辺には既存住宅地が隣接し、その背

後には農用地が広がっている。また、吉野川の氾濫による洪水浸水が想定されているほか、大

雨時の雨水排水に懸念をかかえている。一方、当地区に接する国道 192 号徳島南環状道路の東

側は市街化区域であり、幹線道路沿線の立地条件を生かして、商業施設、住宅地等が広がって

いる。 

徳島市都市計画マスタープランでは、外環状道路沿線を「郊外まちづくり調整ゾーン」と位

置づけ、災害リスクや周辺の農業・自然環境の保全の観点を踏まえ、計画的で秩序ある土地利

用を図るとしている。 

このことから、周辺の農用地や住宅地等との調和を保ちつつ、浸水対策を考慮した安全・安

心な土地利用を図ることを目標とする。 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

土地利用の

方針 

 

地区周辺の既存住宅地や、隣接する市街化区域との連続性に配慮した建築物等を誘導する。 

 

地区施設の

整備の方針 

  既存市道の拡幅及び新設道路の整備により、周辺交通に配慮するとともに、災害発生時の

円滑な避難を促す避難路として位置づける。また、道路内に浸水対策を考慮した排水路を設

ける。 

  地区及びその周辺の環境を保全するため、緑地を整備する。 

建築物等の

整備の方針 

以下の方針を定める。 

１．建築物の用途の制限及び容積率及び建蔽率の最高限度 

２．建築物の敷地面積の最低限度 

３．建築物の高さの最高限度 

４．建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限 

2



（案） 

「区域は計画図表示のとおり」 

理由 

周辺農用地や住宅地等との調和を保ち、浸水対策を考慮した土地利用を図るため、地区計画を決定する。 

 

地

区

整

備

計

画 

地 区 施

設 の 配

置 及 び

規 模 

種類 名称 幅員・延長・面積 備考 

 

 

道 路 

 

地区施設道路１号 幅員 ７～１４ｍ  

延長 約２１０ｍ 

既存市道拡幅、排水路、 

避難路 

 
地区施設道路２号 幅員 ４～１５ｍ  

延長 約１９０ｍ 

既存市道拡幅、排水路 

地区施設道路３号 幅員 ７ｍ  

延長 約１９０ｍ 

新設道路 

 

 

緑 地 

地区施設緑地１号 面積 約５１０㎡  

地区施設緑地２号 面積 約１５０㎡ 

 

 

地区施設緑地３号 面積 約１６０㎡  

地区施設緑地４号 面積 約１６０㎡  

 
 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

建築物の 

用途の制限 

次に掲げる建築物は建築してはならない。 

・建築基準法別表第２（ほ）項に掲げる建築物 

・共同住宅、事務所 

建築物の 

容積率の 

最高限度 

１０分の２０  

ただし、建築基準法別表第２（か）項に掲げる用途に供する建築物は１０分の５とす

る。  

 

建築物の 

建蔽率の 

最高限度 

１０分の６  

ただし、建築基準法別表第２（か）項に掲げる用途に供する建築物は１０分の５とす

る。 

建築物の 

敷地面積の 

最低限度 

１，０００㎡ 

ただし、住宅（兼用住宅を含む）は１６５㎡とする。 

 

建築物の 

高さの 

最高限度 

２０ｍ 

ただし、地域の避難施設となるものは、この限りでない。 

 

建築物等の 

形態又は色彩

その他の意匠

の制限 

建築物の屋根、外壁及び屋外広告物の意匠・形態は、周辺の景観に配慮したものと

し、色彩は、親しみやすく落ち着いた色調とする。 
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議第２50号  

徳島市立地適正化計画に関する施策の実施の状況についての調査、分析

及び評価について 

 

 

 

 

 徳島市立地適正化計画に関する施策の実施の状況についての調査、分析

及び評価の結果を次のとおり報告する。 
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徳島市立地適正化計画に関する 

施策の実施の状況についての調査、分析及び評価について 

 

都市再生特別措置法第 84条 

第１項 市町村は、立地適正化計画を作成した場合においては、おおむね五年ごとに、当該立地適正

化計画の区域における住宅及び都市機能増進施設の立地の適正化に関する施策の実施の状況に

ついての調査、分析及び評価を行うよう努めるとともに、必要があると認めるときは、立地適

正化計画及びこれに関連する都市計画を変更するものとする。 

第２項 市町村は、前項の調査、分析及び評価を行ったときは、速やかに、その結果を市町村都市計

画審議会に報告しなければならない。 

第３項 市町村都市計画審議会は、必要に応じ、市町村に対し、立地適正化計画の進捗状況について

報告を求めることができる。 

第４項 市町村都市計画審議会は、第二項又は前項の規定による報告を受けたときは、その報告に係

る事項について、市町村に対し、意見を述べることができる。 

 

徳島市立地適正化計画では、施策の有効性を評価するための指標及びその目標値を設定するととも

に、目標値が達成された際に期待される効果についても目標値を設定しています。 

 施策の実施の状況についての調査、分析及び評価の結果を、次のとおり報告します。 

 

（１）居住及び公共交通に関する評価指標 

居住に関する評価指標 
当初計画策定時

（2015 年） 

現状 

（2020 年） 

目標 

（2040 年） 

居住促進区域内の人口密度 53.8人/ha 53.7人/ha 51.0人/ha 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：総務省「国勢調査」（2020 年（令和２年）の人口） 

国立社会保障・人口問題研究所 

「日本の地域別将来推計人口（2018 年（平成 30 年）推計）」 

（2040 年（令和 22 年）の推計人口） 

・検討、計画段階の取組がある中で、2020

年（令和２年）時点で当年の目標推移

53.2人／haを上回る 53.7人／haとなって

います。 

 

◆実施中の主な取組 

・公共施設の集約化・複合化 

・空き店舗の利活用の促進（空き店舗の改装

支援など） 

・地域産業の振興 

・徳島市地域公共交通網形成計画の推進 

・仕事と子育てが両立できる環境づくり（利

用者支援事業など） 

 など 
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47.0
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51.0
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53.7

当初計画

策定時
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52.4
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公共交通に関する評価指標 
当初計画策定時

（2016 年） 

現状（速報値） 

（2022 年） 

目標 

（2040 年） 

居住促進区域内の鉄道駅の 1日

平均乗車人員（９駅の合計） 

※吉成駅を除く。 

11,674人 9,622人 11,674人以上 

 

出典：徳島市「徳島市統計年報」（令和４年版） 

※2022（令和４）データは JR 四国の速報値による。 

・各種取組を進め、2018 年（平成 30 年）及

び 2019 年（令和元年）は目標を上回って

いましたが、新型コロナウイルス感染症に

よって、人の移動の自粛・制限が求めら

れ、交通需要が大きく縮小したことから

2020 年（令和２年）から 2021 年（令和３

年）は大きく減少しました。2022 年（令

和４年）は回復傾向にありますが、9,622

人と当初計画策定時の値を下回っていま

す。 

◆実施中の主な取組 

・徳島市地域公共交通網形成計画の推進 

・公共交通などのバリアフリー化 

 など 

 

 

公共交通に関する評価指標 
当初計画策定時

（2016 年） 

現状（速報値） 

（2022 年） 

目標 

（2040 年） 

居住促進区域内の循環バス路線 

の 1日平均輸送人員 

（中央循環線・東部循環線・ 

南部循環線の合計） 

2,826人 2,426人 2,826人以上 

 

出典：徳島市「徳島市統計年報」（令和４年版） 

※2022（令和４）データは徳島市営バス、徳島バスの速報値による。 

・各種取組を進め、2019 年（令和元年）ま

では目標を上回っていましたが、新型コ

ロナウイルス感染症によって、人の移動

の自粛・制限が求められ、交通需要が大

きく縮小したことから 2020 年（令和２

年）から 2021 年（令和３年）は大きく減

少しました。2022 年（令和４年）は回復

傾向にありますが、2,426 人と当初計画策

定時の値を下回っています。 

◆実施中の主な取組 

・徳島市地域公共交通網形成計画の推進 

・公共交通などのバリアフリー化 

・高齢者が外出しやすい環境づくり（バス無

料乗車証の交付）  

など 
 
 
 
 
 
 
 

11,604

当初計画

策定時

11,674 11,620 11,788 11,792

8,616 8,689

現状

9,622

目標

11,674人

以上
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～ ～
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（人）

～ ～
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（２）まちづくりの方針を踏まえた評価指標 

方針① 県の拠点都市に相応しい都市機能を集積し、人の交流（にぎわい）を創出する

まちづくり 

評価指標 
当初計画策定時

（2017 年） 

現状 

（2022 年） 

目標 

（2040 年） 

中心商店街の歩行者通行量 

（平日と休日の平均） 
16,343人 14,855人 16,343人以上 

 

出典：徳島市中心商店街通行量調査 

・各種取組を進め、2019 年（令和元年）は

目標を上回っていましたが、新型コロナ

ウイルス感染症によって、人の移動の自

粛・制限が求められ、交通需要が大きく

縮小したことから 2020 年（令和２年）か

ら 2021 年（令和３年）は大きく減少しま

した。2022 年（令和４年）は回復傾向に

ありますが、14,855 人と当初計画策定時

の値を下回っています。 

◆実施中の主な取組 

・公共施設の集約化・複合化 

・空き店舗の利活用の促進（空き店舗の改装

支援など） 

・地域産業の振興 

 など 

 

 

方針② 市民が生涯を通じ、元気に活躍できるまちづくり 

評価指標 
当初計画策定時

（2017 年） 

現状 

（2021 年） 

目標 

（2040 年） 

日常生活において、歩行・運動を 

１日１時間以上実施する人の割合 
49.4％ 48.1％ 60.0％ 

 

出典：特定健康診査質問票 

・過度に自動車に依存せず、気軽に運動に

取り組める環境の形成などに取り組んで

いますが、日常生活における歩行・運動

時間の改善にはつながっておらず、指標

値は当初計画策定時から微減傾向で、改

善に至っていません。 

◆実施中の主な取組 

・公共交通などのバリアフリー化 

・高齢者の生きがいづくりと健康づくりの推

進（高齢者の生きがいづくりと健康づくり

推進事業など） 

・高齢者が外出しやすい環境づくり（バス無

料乗車証の交付） 

・安全で快適な自転車利用環境づくり 

 など 
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～ ～ 
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方針③ 子育て世代が働きながら、安心して子育てできるまちづくり 

評価指標 
当初計画策定時

（2018 年） 

現状 

（2022 年） 

目標 

（2040 年） 

出産や子育てがしやすいと 

感じる市民の割合 
56.6％ 45.9％ 80.0％ 

 

出典：市民満足度調査結果 

・教育・保育施設の再編や安心して快適に

暮らせる環境整備などに取り組んでいま

すが、2022 年（令和４年）時点で 45.9％

と、当初計画策定時の値を下回っていま

す。 

◆実施中の主な取組 

・公共施設の集約化・複合化 

・教育・保育環境の充実（認定こども園の 

 普及促進） 

・仕事と子育てが両立できる環境づくり（利

用者支援事業） 

 など 
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～ ～
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（３）期待される効果 

期待される効果 
当初計画策定時

（2018 年） 

現状 

（2022 年） 

目標 

（2040 年） 

徳島市に住み続けたいと思う 

市民の割合 
83.7％ 83.5％ 100％ 

 

出典：市民満足度調査結果 

・６つの評価指標のうち、「居住促進区域内

の人口密度」以外は、当初計画策定時から

横ばい又は悪化していますが、徳島市に住

み続けたいと思う市民の割合は、調査年に

よってばらつきはあるものの、８割程度を

維持しています。 

 

 

 

 

（４）まとめ 

・居住に関する評価指標である「居住促進区域内の人口密度」については、計画で設定していた目標

値に対する目標推移は上回っていますが、公共交通に関する評価指標である「居住促進区域内の鉄

道駅の１日平均乗車人員」、「居住促進区域内の循環バス路線の１日平均輸送人員」は、減少する結

果となっています。 

・まちづくりの３つの方針を踏まえた評価指標である、方針①「中心商店街の歩行者通行量（平日と

休日の平均）」、方針②「日常生活において、歩行・運動を１日１時間以上実施する人の割合」、方針

③「出産や子育てがしやすいと感じる市民の割合」では、すべての指標で計画策定時に設定した目

標値を下回っています。 

・期待される効果としての「徳島市に住み続けたいと思う市民の割合」は、計画策定時の８割程度を

維持しています。 

・集約型都市構造の構築に向け、様々な施策に取り組んでいますが、「コロナ禍での価値観の変化」や

「多様な暮らし方・働き方」、それに伴う「社会情勢の変化」などが要因となり、評価指標の現状値

の多くが、減少傾向となっていると考えられます。 

・今後は、総合的かつ計画的に施策を推進するために「徳島市立地適正化実施計画」で設定している

「具体的な取組」のうち、既に実施中の取組については、現状の課題を踏まえ、更なる推進を図る

とともに、計画・検討段階等の取組については、実施に向けて進めていきます。あわせて、このた

びの改定に伴い新たな取組についても推進していきます。 

・新町西地区市街地再開発事業の実施のほか、令和４年度から令和８年度までの５年間を計画期間と

した「都市再生整備計画」に位置づけた国の支援措置である「都市構造再編集中支援事業」を活用

し、事業に対する支援等も引き続き推進します。 

89.7
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議第２５１号  

徳島市立地適正化計画の改定について 

 

 

 

 

 徳島市立地適正化計画を次のように改定する。 
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 徳島市立地適正化計画（素案）は、別冊のとおり。 
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徳島市都市計画審議会条例 

昭和44年12月25日 

条例第58号 

改正 昭和52年6月30日条例第26号 

平成12年3月31日条例第23号 

平成21年3月26日条例第2号 

令和3年3月26日条例第1号 

令和3年6月30日条例第21号 

（目的） 

第1条 この条例は，都市計画法（昭和43年法律第100号）第77条の2第3項の規定に

基づき，徳島市都市計画審議会（以下「審議会」という。）の組織及び運営につい

て必要な事項を定めることを目的とする。 

（全部改正〔平成12年条例23号〕） 

（組織） 

第2条 審議会は，次に掲げる者につき，市長が任命又は委嘱する委員をもって組織

する。 

(1) 学識経験のある者 5人以内 

(2) 本市議会の議員 ５人以内 

2 市長は，前項に規定する者のほか，次に掲げる者のうちから，審議会を組織する

委員を任命又は委嘱することができる。 

(1) 関係行政機関の職員 3人以内 

(2) 本市の住民 1人 

3 第1項第1号並びに前項第1号及び第2号につき任命又は委嘱される委員の任期は，

2年とする。ただし，委員が欠けた場合における補欠委員の任期は，前任者の残任

期間とする。 

4 委員は，再任されることができる。 

（一部改正〔平成12年条例23号・令和3年条例21号〕） 

（臨時委員及び専門委員） 

第3条 審議会に，特別の事項を調査審議させるため必要があるときは，臨時委員若

干人を置くことができる。 

2 審議会に，専門の事項を調査させるため必要があるときは，専門委員を若干人置

くことができる。 

3 臨時委員及び専門委員は，市長が任命又は委嘱する。 

4 臨時委員は，当該特別の事項に関する審議が終了したとき，専門委員は当該専門

の事項に関する調査が終了したときは，解任されるものとする。 
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（一部改正〔平成12年条例23号〕） 

（会長） 

第4条 審議会に，会長及び副会長を置き，第2条第1項第1号に掲げる者につき任命又

は委嘱された委員のうちから委員の選挙によってこれを定める。 

2 会長は，会務を総理する。 

3 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは，その

職務を代理する。 

（一部改正〔平成12年条例23号・令和3年条例21号〕） 

（議事） 

第5条 審議会の会議は，会長が招集する。 

2 審議会は，委員及び議事に関係のある臨時委員の2分の1以上が出席しなければ会

議を開くことができない。 

3 審議会の議事は，出席した委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数で決し，

可否同数のときは会長の決するところによる。 

（一部改正〔平成12年条例23号・令和3年条例21号〕） 

（書面による審議） 

第6条 前条第2項の規定にかかわらず，会長は，重大な感染症のまん延防止措置の観

点から又は災害その他やむを得ない事由により会議を招集することが困難である

と認める場合において，必要があると認めるときは，書面による審議を行うことが

できる。 

2 前条第3項の規定にかかわらず，書面による審議における審議会の議事は，委員及

び議事に関係のある臨時委員の過半数が当該書面による審議に参加した上で，当該

参加した委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数で決し，可否同数のときは，

会長の決するところによる。 

（追加〔令和3年条例21号〕） 

（幹事） 

第7条 審議会に，幹事若干人を置く。 

2 幹事は，本市職員のうちから市長が任命する。 

3 幹事は，会長の命を受け会務を処理する。 

（一部改正〔平成12年条例23号〕） 

（庶務） 

第8条 審議会の庶務は，企画政策部において処理する。 

（追加〔平成12年条例23号〕，一部改正〔平成21年条例2号・令和3年1号〕） 
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（委任） 

第9条 この条例に定めるもののほか，審議会の運営に関し必要な事項は，市長が定

める。 

（一部改正〔昭和52年条例26号〕） 

附 則 

（施行期日） 

1 この条例は，公布の日から施行する。 

（非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

2 非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和43年徳島市条例第3

号）の一部を次のように改正する。 

（「次のよう」は省略） 

附 則（昭和52年6月30日条例第26号抄） 

（施行期日） 

1 この条例は，昭和52年7月1日から施行する。 

附 則（平成12年3月31日条例第23号） 

この条例は，平成12年4月1日から施行する。 

附 則（平成21年3月26日条例第2号抄） 

（施行期日） 

1 この条例は，平成21年4月1日から施行する。 

附 則（令和3年3月26日条例第1号抄） 

（施行期日） 

1 この条例は，令和3年4月1日から施行する。 

附 則（令和3年6月30日条例第21号） 

（施行期日） 

1 この条例は，令和3年6月30日から施行する。 
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徳島市都市計画審議会運営要綱 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、徳島市都市計画審議会条例（昭和４４年徳島市条例第５８号。

以下「条例」という。）第９条の規定に基づき、徳島市都市計画審議会（以下「審

議会」という。）の運営について必要な事項を定めることを目的とする。 

 （会議の招集） 

第２条 会長は審議会の会議（以下「会議」という。）を招集する場合には、あらか

じめ審議事項、開催の日時及び場所を定めて開催日の３日前までに委員に通知しな

ければならない。ただし、緊急を要する場合は、この限りでない。 

 （代理出席） 

第３条 条例第２条第２項第１号に掲げる関係行政機関の職員である委員は、やむを

得ない事情がある場合は、その職務を代理する者を出席させることができる。 

 （議長） 

第４条 会議の議長は、会長をもって充てる。 

 （会議の開閉等） 

第５条 会議の開会、閉会、中止又は休憩は議長が宣告する。 

２ 会議の時間は午前１０時から午後５時までとする。 

３ 議長は必要があると認めるときは、会議時間を変更することができる。 

 （会議の公開） 

第６条 会議は原則として公開するものとする。ただし、徳島市情報公開条例（平成

１９年徳島市条例第１号）第２５条ただし書各号に掲げる場合は、会長は公開の可

否について、審議会に諮って決定するものとする。 

２ 会議の公開に関し必要な事項は、徳島市都市計画審議会公開細則に定める。 

 （議案の宣告） 

第７条 議長は、会議に付する事件を議題とするときは、その旨を宣告する。 

 （議案の説明等） 

第８条 議長は必要があると認めるときは、幹事に議案の朗読をさせ、又は関係職員

に説明を求めることができる。 

 （発言) 

第９条 会議において発言しようとする者は、議長の許可を得て発言しなければなら

ない。 

２ 発言は、すべて簡明にするものとし、議題外にわたり、又はその範囲を超えては

ならない。 

 （質疑、討論及び表決） 

第１０条 議長は、議題についての質疑及び討論が終わったときにおいて、表決を採

ろうとするときは、その議題を宣告するものとする。 

２ 表決の方法は、挙手及び起立の２種とし、いずれの方法を用いるかは議長が定める。 

３ 議長は、表決の結果を宣告する。 
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 （会議録） 

第１１条 議長は、幹事に会議録を作成させ、会議の概要、出席委員の氏名等必要な

事項を記載させるものとする。 

２ 会議録には、議長が会議のはじめに指名した２人の委員が署名しなければならな

い。 

３ 前２項の規定にかかわらず、議長は、条例第６条に規定する書面による審議があ

ったときは、審議会の幹事に当該審議に係る委員の意見を付した報告書を作成させ

るものとする。 

 （雑則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、審議会に必要な事項は会長が審議会に諮っ

て定める。 

   附 則 

 この要綱は、昭和４５年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１６年５月２４日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２１年１１月１１日から施行する。 

    附 則 

 この要綱は、平成３０年１０月２９日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年６月３０日から施行する。 
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徳島市都市計画審議会公開細則 

  

（趣旨） 

第１条 この細則は、徳島市都市計画審議会運営要綱第６条第２項の規定に基づき、

徳島市都市計画審議会の会議（以下「会議」という。）の公開に関し、必要な事項

を定める。 

（会議の開催の周知） 

第２条 会議の開催の周知は、徳島市のホームページへの掲載等の方法により行うも

のとする。 

２ 周知の内容は、会議の名称、日時、場所、議題、傍聴申込みの手続及び受付期間

その他必要な事項とする。 

（会議の傍聴） 

第３条 会議の傍聴ができる者は、徳島市情報公開条例第５条第１号から第４号まで

に該当する者のほか、会議の傍聴を必要とする理由を明示して希望する者とする。 

２ 会議の傍聴を希望する者は、前条の規定により周知された手続により申し込むも

のとする。 

３ 傍聴人は、受付期間内に申込みのあった者の中から決定するものとする。 

 （傍聴人の定員） 

第４条 傍聴人の定員は、１０人以内とする。 

２ 傍聴を希望する者が定員を超える場合は、抽選によって傍聴人を決定する。 

 （会議場へ入場できない者） 

第５条 次に該当する者は、傍聴人として会議場へ入場することができない。 

⑴ 銃器その他危険なものを持っている者 

⑵ 酒気を帯びていると認められる者 

⑶ 張り紙、ビラ、掲示板、プラカード、旗、のぼりの類を持っている者 

⑷ 笛、ラッパ、太鼓その他楽器の類を持っている者 

⑸ 前各号に定めるもののほか、会議を妨害し、又は人に迷惑を及ぼすと認められる者 

  （傍聴人の守るべき事項） 

第６条 傍聴人は、傍聴席にあるときは、次の事項を守らなければならない。 

⑴ 会議における発言に対して拍手その他の方法により公然と可否を表明しないこと。  

⑵ 談論し、放歌し、哄笑しその他騒ぎ立てないこと。 

⑶ 鉢巻き、腕章の類をする等示威的行為をしないこと。 

⑷ 飲食又は喫煙をしないこと。 
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⑸ みだりに席を離れ、又は不体裁な行為をしないこと。 

⑹ 前各号に定めるもののほか、会議場の秩序を乱し、又は会議の妨害となるような  

 行為をしないこと。 

（写真，ビデオ等の撮影及び録音等の禁止） 

第７条 傍聴人は、傍聴席において、写真、ビデオ等を撮影し、又は録音等をしてな 

らない。 

（係員の指示） 

第８条 傍聴人は、すべて係員の指示に従わなければならない。 

（傍聴人の退場） 

第９条 傍聴人は、次の各号に掲げる場合には、速やかに退場しなければならない。 

⑴ 会長がその会議について非公開であることを宣言し、傍聴人の退場を命じたとき。 

⑵ 傍聴人が、この細則に定める規定に違反し、是正指導に従わず、会長が退場を命

じたとき。 

（報道関係者の取扱） 

第１０条 徳島市市政記者クラブに加盟する社の記者その他の会長が報道関係者と

認める者（以下「報道関係者」という。）は、第３条及び第４条の規定にかかわら

ず、公開の会議を傍聴することができる。 

２ 第６条から前条までの規定は、報道関係者が会議を傍聴する場合に準用する。た

だし、報道関係者は、第７条の規定にかかわらず、議案の審議に入るまでの間に限

り、写真やビデオ等の撮影、録音等をすることができる。 

（会議録の公表） 

第１１条 会議録の内容は、原則として公表するものとする。ただし、徳島市情報公

開条例第７条各号に掲げる情報については、公表しないものとする。 

  附 則 

 この細則は、平成１６年５月２５日から施行する。 

  附 則 

この細則は、平成２１年１１月１１日から施行する。 

附 則 

この細則は、令和３年６月３０日から施行する。 
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岡
おか

　　孝治
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